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浜の活力再生広域プラン 

令和７～１１年度 

第３期 

 

１ 広域水産業再生委員会 

組織名 山口県広域水産業再生委員会 

代表者名 会長 安村 淳一 

 
広域委員会の 

構成員 

・岩柳大島地区地域水産業再生委員会（山口県漁協岩柳大島統括支店、柳井市

ほか） 

・光熊毛地区地域水産業再生委員会（山口県漁協光熊毛統括支店、光市、上関

町ほか） 

・周南地区地域水産業再生委員会（山口県漁協周南統括支店、周南市、下松市

ほか） 

・吉佐地区地域水産業再生委員会（山口県漁協吉佐統括支店、防府市、山口市

ほか） 

・宇部地区地域水産業再生委員会（山口県漁協宇部統括支店、宇部市、山口県

美祢農林水産事務所） 

・本山以西地区地域水産業再生委員会（山口県漁協本山以西統括支店、山陽小

野田市ほか） 

・下関外海地区地域水産業再生委員会（山口県漁協下関外海統括支店、下関市

ほか） 

・豊浦地区地域水産業再生委員会（山口県漁協豊浦統括支店、下関市、山口県

下関水産振興局） 

・長門地区地域水産業再生委員会（山口県漁協長門統括支店、長門市、山口県

長門農林水産事務所） 

・はぎ地区地域水産業再生委員会（山口県漁協はぎ統括支店、萩市、阿武町ほ

か） 

・山口県漁協本店 

・山口県（行政部局、水産研究センター） 

 

オブザーバー (株)丸久 

 

 
 

対象となる地

域の範囲及び

漁業の種類 

萩市、阿武町、長門市、下関市、山陽小野田市、宇部市、山口市、防府市、周

南市、下松市、光市、田布施町、平生町、上関町、柳井市、周防大島町 

 

一本釣漁業(874名)・採貝・採藻漁業(768名)・刺網・建網漁業(646名)・いか釣

漁業(65名)・小型底曳網漁業(302名)・延縄漁業(171名)・定置網漁業(49名)・

船曳網漁業(20名)・海苔養殖業(5名)・敷網漁業(5名)・まき網漁業（6名）その

他漁業(潜水器漁業・たちうお釣・棒受・抄網・げんしき網漁業・いか巣漁業・

かご漁業・たこつぼ漁業・ごち網漁業)：（565名）・その他養殖業(30名) 

計3,070経営体 

(正組合員）2,394名 （准組合員）3,169名  

令和6年3月時点 

 



２ 地域の現状 

（１）地域の水産業を取り巻く現状

山口県は、三方が海に開け、優良な漁場が形成されることから、伝統的に水産業が盛んである。

また、本県は、日本海（外海）と瀬戸内海(内海）という環境が異なる漁場を有しており、それぞ

れの地域特性に応じて多種多様な漁業が営まれている。 

外海では、主幹漁業である中型まき網漁業のほか、船びき網漁業、刺し網・建網漁業、一本釣漁

業、はえ縄漁業、定置網漁業及び採貝・採藻漁業等が営まれ、主要な漁獲物は、アジ・サバ類、イ

ワシ類の回遊魚や、イカ類、タイ類、フグ類、また、アワビ、サザエ等の磯根資源など多岐にわた

る。内海では、小型機船底びき網、刺し網、ごち網、船びき網、たこつぼ漁等が主な漁業であり、

主要な漁獲物は、ハモ、カレイ類、エビ・カニ類等の底魚資源のほか、イワシ類、タイ類や青物、

タコ、イカ類から磯根資源まで多魚種に及ぶ。また、本県の漁業は外海・内海のいずれの海域にお

いても小規模漁業が大半を占めており、その漁獲物は少量多品種からなっている。 

近年の現状は、漁業者の減少と高齢化による操業日数の減少に加え、クロマグロの漁獲制限、漁

海況や気候の変化が起因と思われる各漁業種の慢性的な不漁から水揚高の減少が続いている。一方

で燃油をはじめとする漁業経費の増加から漁業経営は年々厳しさを増し、その生産基盤は弱体化が

進んでいる。こうした中、その対策として浜の機能再編を進めるとともに、魚価向上のため流通・

販売対策を強化する必要性から、第１期及び第2期広域浜プランにより山口県漁協本店事業部販売

課を中心にして県下販売拠点に販売強化委員・販売企画員を配置し、また集荷・配送拠点を設け県

内量販店への漁獲物販売に取組んでいる。また、市場統廃合については、令和2年3月に吉佐地区

(内海)の山口県漁協秋穂市場を閉鎖し、同地区の防府市場を衛生対応市場として改築し、同市場へ

の集荷の一元化により市場経営の合理化を図った。 

山口県では漁業就業者の減少と高齢化が全国平均を上回るペースで進行しており、その対策とし

て、新たな担い手を確保する観点から、国・県の事業活用による新規漁業就業者支援を積極的に実

施しているが、減少・高齢化には歯止めが掛かっておらず、より全県的な取組が必要となってい

る。また、浜のリーダーとして新規就業者の受入指導や自らの経営改善に意欲的に取り組む中核的

担い手の育成については、山口県広域水産業再生委員会において累計で81名を中核的担い手として

認定したところである。 

中核的担い手は、水産業競争力強化漁船導入事業等の積極的な活用や、漁業者グループによる収

益性向上に基づく新たな取り組み等により経営力強化や研修等を通してスキルアップやリーダーと

しての意識付けを図っている。また、魚価対策を含めた販売対策への取組及び販売への参画に取組

んでいる。 



 

（２）その他の関連する現状等 

    
山口県の人口は、1985(昭和60)年以降減少を続け、2023(令和5)年には、130万7千人まで減少し

た。減少率はさらに拡大し、2045年には、本県の人口は104万人まで減少する見込みである。また、

15歳から29歳の若者の県外への転出が3,467人超過しており、全体の転出超過人数である3,067人より

も多くなっている。 

一方、都市住民の27％が農山漁村地域に移住してみたいと回答(内閣府調査)しており、その割合は

2014（平成26）年に比べて大幅に増加しており、特に若い世代の農山漁村への関心が高い状況にあ

る。また、山口県で生産される農林水産物及び主な原材料が山口県産100％の加工品を対象に、味や

品質を重視した独自の基準を設けて厳選し、県内外に情報発信するなど、生産者団体・消費者団体・

市場関係者等や市町などと協働して、全県統一の「やまぐちブランド」を育成しており、このブラン

ド力が徐々に高まり、取扱店舗が拡大している。 

 

 

３ 競争力強化の取組方針 

（１） 機能再編・地域活性化に関する基本方針 

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針 

前期広域浜プランと同様に「獲った魚を大事に売る」と新たに「コロナ禍からの回復」のを基本方

針とし、地元大手量販店との取組強化を再び拡充するとともに、魚価向上対策として、①量販店向け

と、②差別化した県内産高級魚の首都圏への販売強化を実施し、魚価の向上による漁業所得の向上を

目指す。また、日本海側の定置網漁業の安定的な操業の実施が必要であるため、定置網にクロマグロ

の混入が見られた際は混獲を回避するための取組を行うことにより、適切な資源管理を実施する。 

１.量販店への販売体制と連携の強化 

・前期広域プランで各浜に配置した販売企画員を中心とした量販店への販売体制の維持と改善に努

め、更なる連携強化を図る。 

・取組基本魚種は前期プランの6魚種を継続する。（ケンサキイカ、マダコ、ヤズ、コウイカ、サゴ

シ、レンチョウ） 

 

２.首都圏外食チェーンへの県産高級魚の販売強化 

 本店事業部販売課は平成29年度より首都圏の外食チェーン45店舗への鮮魚販売を本格化させ、平成

30年度は約3億円の取組実績であったが、コロナ禍の影響により店舗の閉店や休店が相次ぎ販売高が

減少した。令和4年度から徐々に回復したが、以前の水準(販売高)には達していない。 

この取組は下関を出荷基地として、県内外から鮮魚を集荷し、販売店舗別に梱包後発送を行ってい

る。魚種はタイ類、ヒラメ、ノドグロ等の比較的高級魚が中心であり、集荷先は県内では下関、萩、

長門、吉佐(防府)の各地区、特に吉佐地区においては、秋穂市場を閉鎖するとともに同地区の防府市

場を高度衛生化に改修し同地区の防府市場への集荷の一元化が完了したため、更なる集荷機能の強化

を図るべく、柳井地区においても、集荷体制の検討を行う。また、県外では福岡、長崎、熊本の各県

からも、必要に応じて集荷を行う。更に適切な鮮度管理を行い、販売高の増加に取組む。 

 こうした中、本広域プランではこの鮮魚販売を県域での取組とし、販売高の増加及び県産魚の割合

を高めることを目標とする。 

・取組については、販売企画員を中心とした県内各地区の集荷体制の強化を柱とし、販売窓口の本店

事業部販売課と連携を密に行う。 

・本店事業部販売課は、外食チェーンへの鮮魚拡販に努め、特に県内魚の販売を優先する。 

・本店事業部販売課は、出荷基地となる本店と各浜との集荷輸送ルート体制の整備に努める。 

・外食チェーンとの連携を強化するため「山口県フェア」等の開催を企画・検討する。 

 

３.漁港・漁場等の施設整備による水産業競争力強化 

 漁港・漁場等の施設整備を行うことにより、漁業作業の効率化及び省力化、安全性の向上、水産物

を取扱う市場等の鮮度保持、衛生環境の向上、本県海域の生産力の向上を図り、競合する輸入水産物

や産地間競争に対抗できる地域水産業の競争力の維持・強化を図る。 

 また、老朽化している山口県漁協の水産加工施設等について、再編整備の検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２） 中核的担い手の育成に関する基本方針 

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針 

 

（３）資源管理に係る取組 

 

 

山口県広域水産業再生委員会は、持続的な漁業生産を担う人材の育成を進めるため、機能再編の

取組を行うとともに以下の基本方針に基づき、新規漁業就業者の確保・育成を進めるとともに、

将来の浜のリーダーと期待する中核的担い手の育成を積極的に進める。 

１.新規漁業就業者の確保・育成 

国・県の事業活用により、募集から研修・就業・定着までの一貫した新規漁業就業者支援を積

極的に実施し、地域への定着を促進する。 

 

２.中核的担い手の育成 

浜のリーダーとして既に活躍している又は将来活躍が期待される中核的漁業者の中核的担い手

認定を進めるとともに、次の事項に積極的に取組み、浜の中核としての意識熟成を図る。 

（1）魚食普及を含む流通・販売対策 

（2）新規就業者の受入指導や若手漁業者への助言 

（3）水産業競争力強化漁船導入事業での漁船の更新等による生産性の向上や省力化、効率的な操

業体制、共同経営化・法人化等による漁業経営改善の取組 

（4）スマート漁業の取組 

国、県事業を活用してスマート漁業情報連携システムの構築を図り、水温、潮流等の海況情報

伝達の迅速化を可能にした漁場選択等の操業効率化を、また漁獲情報等の販売先への提供により

流通の効率化を推進する。 

 漁業者をはじめとした関係者の理解と協力を得た上で、国が進める「新たな資源管理」を推進

するとともに、山口県漁業調整規則、山口県漁業調整委員会指示、各地区の漁業権行使規則、山

口県資源管理協定を遵守し、持続的な水産資源の利用に努める。 

 また、各漁港等において、キジハタ等の種苗放流を行い、漁場整備と連携した水産資源の維

持・増大に努める。 

 

 

 



（４）具体的な取組内容 

１年目（令和７年度） 

取組内容 １.機能再編に関する取組内容 

 県内大手量販店等との取組強化を再び拡充するとともに、魚価向上対策として

量販店向けと差別化した県産高級魚の首都圏への販売強化のため、下記の取組

を行う。 

(１)量販店への販売体制と連携の強化 

・前期浜プランで各浜に配置した販売企画員を中心とした量販店への販売体制の

維持と改善に努め、更なる連携強化を図る。 

・集荷機能強化のために、柳井地区を含む内外海とも集荷体制を強化し、出荷基

地機能を充実させる。 

・取組魚種は前期プランの６魚種(ケンサキイカ・マダコ・ヤズ・コウイカ・サ

ゴシ・レンチョウ)を基本とし、水揚状況により魚種の変更と追加を行う。 

(２)首都圏外食チェーンへの県産高級魚の販売強化 

・本店事業部販売課と各浜の販売企画員は、首都圏外食チェーンとの連携強化の

ため、店舗での「山口県フェア」等のイベントの提案・協議行う。 

(３) 漁港・漁場等の施設整備による水産基盤生産力の確保 

・山口県漁協は、山口県や市町と連携して、各漁港等における荷捌き所や岸壁、

製氷施設、加工場等の漁港施設整備を行うことで生産性の向上や漁業活動の作

業性及び安全性の確保を図り、あわせて、日本海・瀬戸内海においてキジハタ

やナマコ等の稚魚の生息場となる増殖場の整備やキジハタ等の成魚の生息場と

なる魚礁を整備し、海域の生産力向上を図ることで、本県の水産基盤生産力を

確保する。 

・老朽化が著しい山口県漁協の水産加工施設等について、整備構想を検討する。 

 

 

２.中核的担い手の育成 

山口県広域水産業再生委員会は浜のリーダーとして既に活躍している又は将来

活躍が期待される中核的漁業者の中核的担い手認定を進めるとともに、次の事

項に積極的に取組み、浜の中核としての意識熟成を図る。 

(１)魚食普及を含む流通・販売対策 

・中核的担い手を中心とした販売強化委員を各販売拠点に配置し、販売企画員と

連携して、販売事業を円滑に進めるための浜の調整等に努める。 

・本店事業部販売課は、量販店が主催する各種イベントに中核的担い手を積極的

に参画させ、県内水産物の消費拡大と普及活動を行う。 

(２)新規就業者の受入指導や若手漁業者への助言 

・漁業人材育成総合支援事業等を活用し、中核的担い手を中心に漁協、県及び市

町が連携し、新規就業者の確保、育成に取組む。 

(３)補助事業の活用による漁業生産性の向上と操業の省力化、共同経営化・法人

化等による漁業経営改善 

・水産業競争力強化漁船導入事業及び水産業成長産業化沿岸地域創出事業活用で

の漁船及び漁具等の整備による生産性の向上に取組む。 

・山口県漁協は、競争力強化型機器等導入緊急対策事業等の活用による、漁船の

省力化や操業体制の合理化に取組む。 

・山口県漁協は、中核的担い手の新たな取組と収益性向上及び共同経営化・法人

化支援を目的とした漁業担い手対策強化推進事業を活用し、グループによる共

同経営化を推進し、漁業経営改善を図る。 

(４)スマート漁業の取組 

・データ収集機器を取付け漁船隻数の増加に努め、漁場予測と操業記録の閲覧等 

の操業スマホアプリの活用を図る。 

・漁業者と漁協・市場・流通の漁業情報相互連携システムを構築し、漁業者から

の操業情報と市場からの相場情報等をリアルタイムで相互に共有し、販売体制

の効率化を図る。また、漁獲報告成績書のデジタル化を図る。 

活用する支援

措置等 

水産バリューチェーン事業(国) 【1(1)(2）関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(広域浜プラン実証調査)（国）【1(1)関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(クロマグロの混獲回避活動支援)(国)【1(1)(2)関連】 



経営体育成総合支援事業(国)【2(2)関連】 

新規漁業就業者定着促進事業(県) 【2(2)関連】 

水産基盤整備事業(国) 【1(3)関連】 

水産業競争力強化漁港機能増進事業（国）【1(3)関連】 

水産業競争力強化緊急施設整備事業(国) 【1(1)(2)(3)関連】 

競争力強化型機器等導入事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化金融支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国)【2(3)関連】 

地域を牽引する中核漁業経営体推進事業(県) 【2(3)関連】 

スマート水産業推進事業(国) 【2(4)関連】 

宇宙利用産業創出支援事業(県) 【2(4)関連】 
 

２年目（令和８年度） 

取組内容 １.機能再編に関する取組内容 

 県内大手量販店等との取組強化を引き続き拡充するとともに、魚価向上対策と

して量販店向けと差別化した県産高級魚の首都圏への販売強化のため、下記の

取組を行う。 

(１)量販店への販売体制と連携の強化 

・前期浜プランで各浜に配置した販売企画員を中心とした量販店への販売体制の

維持と改善に努め、更なる連携強化を図る。 

・柳井地区を含む内外海とも集荷体制を更に強化し、出荷基地機能を充実させ

る。 

・取組魚種は前期プランの６魚種(ケンサキイカ・マダコ・ヤズ・コウイカ・サ

ゴシ・レンチョウ)を基本とし、水揚状況により魚種の変更と追加を行う。 

(２)首都圏外食チェーンへの県産高級魚の販売強化 

・本店事業部販売課と各浜の販売企画員は、首都圏外食チェーンとの連携強化の

ため、店舗での「山口県フェア」等のイベントの内容の具体的な検討を行う。 

(３) 漁港・漁場等の施設整備による水産基盤生産力の確保 

・山口県漁協は、山口県や市町と連携して、各漁港等における荷捌き所や岸壁、

製氷施設、加工場等の漁港施設整備を行うことで生産性の向上や漁業活動の作

業性及び安全性の確保を図り、あわせて、日本海・瀬戸内海においてキジハタ

やナマコ等の稚魚の生息場となる増殖場の整備やキジハタ等の成魚の生息場と

なる魚礁を整備し、海域の生産力向上を図ることで、本県の水産基盤生産力を

確保する。 

・老朽化が著しい山口県漁協の水産加工施設等について、整備構想に着手する。 

 

2.中核的担い手の育成 

山口県広域水産業再生委員会は浜のリーダーとして既に活躍している又は将来

活躍が期待される中核的漁業者の中核的担い手認定を進めるとともに、次の事

項に積極的に取組み、浜の中核としての意識熟成を図る。 

(１)魚食普及を含む流通・販売対策 

・中核的担い手を中心とした販売強化委員を各販売拠点に配置し、販売企画員と

連携して、販売事業を円滑に進めるための浜の調整等に努める。 

・本店事業部販売課は、量販店が主催する各種イベントに中核的担い手を積極的

に参画させ、県内水産物の消費拡大と普及活動を行う。 

(２)新規就業者の受入指導や若手漁業者への助言 

・漁業人材育成総合支援事業等を活用し、中核的担い手を中心に漁協、県及び市

町が連携し、新規就業者の確保、育成に取組む。 

(３)補助事業の活用による漁業生産性の向上と操業の省力化、共同経営化・法人

化等による漁業経営改善 

・水産業競争力強化漁船導入事業及び水産業成長産業化沿岸地域創出事業活用で

の漁船及び漁具等の整備による生産性の向上に取組む。 

・山口県漁協は、競争力強化型機器等導入緊急対策事業等の活用による、漁船の

省力化や操業体制の合理化に取組む。 

・山口県漁協は、中核的担い手の新たな取組と収益性向上及び共同経営化・法人



化支援を目的とした漁業担い手対策強化推進事業を活用し、グループによる共

同経営化を推進し、漁業経営改善を図る。 

(４)スマート漁業の取組 

・データ収集機器を取付け漁船隻数の増加に努め、漁場予測と操業記録の閲覧等 

の操業スマホアプリの活用を図る。 

・漁業者と漁協・市場・流通の漁業情報相互連携システムを構築し、漁業者から

の操業情報と市場からの相場情報等をリアルタイムで相互に共有し、販売体制

の効率化を図る。また、漁獲報告成績書のデジタル化を図る。 

活用する支援 

措置等 

水産バリューチェーン事業(国) 【1(1)(2）関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(広域浜プラン実証調査)（国）【1(1)関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(クロマグロの混獲回避活動支援)(国)【1(1)(2)関連】 

経営体育成総合支援事業(国)【2(2)関連】 

新規漁業就業者定着促進事業(県) 【2(2)関連】 

水産基盤整備事業(国) 【1(3)関連】 

水産業競争力強化漁港機能増進事業（国）【1(3)関連】 

水産業競争力強化緊急施設整備事業(国) 【1(1)(2)(3)関連】 

競争力強化型機器等導入事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化金融支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国)【2(3)関連】 

地域を牽引する中核漁業経営体推進事業(県) 【2(3)関連】 

スマート水産業推進事業(国) 【2(4)関連】 

宇宙利用産業創出支援事業(県) 【2(4)関連】 

 

 

 

 

３年目（令和９年度） 

取組内容 １.機能再編に関する取組内容 

 県内大手量販店等との取組強化を引き続き拡充するとともに、魚価向上対策と

して量販店向けと差別化した県産高級魚の首都圏への販売強化のため、下記の

取組を行う。 

(１)量販店への販売体制と連携の強化 

・前期浜プランで各浜に配置した販売企画員を中心とした量販店への販売体制の

維持と改善に努め、更なる連携強化を図る。 

・柳井地区を含む内外海とも集荷体制を更に強化し、出荷基地機能を充実させ

る。 

・取組魚種は前期プランの６魚種(ケンサキイカ・マダコ・ヤズ・コウイカ・サ

ゴシ・レンチョウ)を基本とし、水揚状況により魚種の変更と追加を行う。 

(２)首都圏外食チェーンへの県産高級魚の販売強化 

・本店事業部販売課と各浜の販売企画員は、首都圏外食チェーンとの連携強化の

ため、店舗での「山口県フェア」等のイベントの準備を行う。 

(３) 漁港・漁場等の施設整備による水産基盤生産力の確保 

・山口県漁協は、山口県や市町と連携して、各漁港等における荷捌き所や岸壁、

製氷施設、加工場等の漁港施設整備を行うことで生産性の向上や漁業活動の作

業性及び安全性の確保を図り、あわせて、日本海・瀬戸内海においてキジハタ

やナマコ等の稚魚の生息場となる増殖場の整備やキジハタ等の成魚の生息場と

なる魚礁を整備し、海域の生産力向上を図ることで、本県の水産基盤生産力を

確保する。 

・老朽化が著しい山口県漁協の水産加工施設等について、再編整備計画の策定に

着手する。 

 

２.中核的担い手の育成 

山口県広域水産業再生委員会は浜のリーダーとして既に活躍している又は将来

活躍が期待される中核的漁業者の中核的担い手認定を進めるとともに、次の事



項に積極的に取組み、浜の中核としての意識熟成を図る。 

(１)魚食普及を含む流通・販売対策 

・中核的担い手を中心とした販売強化委員を各販売拠点に配置し、販売企画員と

連携して、販売事業を円滑に進めるための浜の調整等に努める。 

・本店事業部販売課は、量販店が主催する各種イベントに中核的担い手を積極的

に参画させ、県内水産物の消費拡大と普及活動を行う。 

(２)新規就業者の受入指導や若手漁業者への助言 

・漁業人材育成総合支援事業等を活用し、中核的担い手を中心に漁協、県及び市

町が連携し、新規就業者の確保、育成に取組む。 

(３)補助事業の活用による漁業生産性の向上と操業の省力化、共同経営化・法人

化等による漁業経営改善 

・水産業競争力強化漁船導入事業及び水産業成長産業化沿岸地域創出事業活用で

の漁船及び漁具等の整備による生産性の向上に取組む。 

・山口県漁協は、競争力強化型機器等導入緊急対策事業等の活用による、漁船の

省力化や操業体制の合理化に取組む。 

・山口県漁協は、中核的担い手の新たな取組と収益性向上及び共同経営化・法人

化支援を目的とした漁業担い手対策強化推進事業を活用し、グループによる共

同経営化を推進し、漁業経営改善を図る。 

(４)スマート漁業の取組 

・データ収集機器を取付け漁船隻数の増加に努め、漁場予測と操業記録の閲覧等 

の操業スマホアプリの活用を図る。 

・漁業者と漁協・市場・流通の漁業情報相互連携システムを構築し、漁業者から

の操業情報と市場からの相場情報等をリアルタイムで相互に共有し、販売体制

の効率化を図る。また、漁獲報告成績書のデジタル化を図る。 
活用する支援

措置等 

水産バリューチェーン事業(国) 【1(1)(2）関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(広域浜プラン実証調査)（国）【1(1)関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(クロマグロの混獲回避活動支援)(国)【1(1)(2)関連】 

経営体育成総合支援事業(国)【2(2)関連】 

新規漁業就業者定着促進事業(県) 【2(2)関連】 

水産基盤整備事業【1(3)関連】 

水産業競争力強化漁港機能増進事業（国）【1(3)関連】 

水産業競争力強化緊急施設整備事業(国) 【1(1)(2)(3)関連】 

競争力強化型機器等導入事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化金融支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国)【2(3)関連】 

地域を牽引する中核漁業経営体推進事業(県) 【2(3)関連】 

スマート水産業推進事業(国) 【2(4)関連】 

宇宙利用産業創出支援事業(県) 【2(4)関連】 

 

４年目（令和１０年度） 

取組内容 １.機能再編に関する取組内容 

 県内大手量販店等との取組強化を引き続き拡充するとともに、魚価向上対策と

して量販店向けと差別化した県産高級魚の首都圏への販売強化のため、下記の

取組を行う。 

(１)量販店への販売体制と連携の強化 

・前期浜プランで各浜に配置した販売企画員を中心とした量販店への販売体制の

維持と改善に努め、更なる連携強化を図る。 

・柳井地区を含む内外海とも集荷体制を更に強化し、出荷基地機能を充実させ

る。 

・取組魚種は前期プランの6魚種(ケンサキイカ・マダコ・ヤズ・コウイカ・サゴ

シ・レンチョウ)を基本とし、水揚状況により魚種の変更と追加を行う。 

(２)首都圏外食チェーンへの県産高級魚の販売強化 

・本店事業部販売課と各浜の販売企画員は、首都圏外食チェーンとの連携強化の

ため、店舗での「山口県フェア」等のイベントを開催し、結果等について協議

する。 



(３) 漁港・漁場等の施設整備による水産基盤生産力の確保 

・山口県漁協は、山口県や市町と連携して、各漁港等における荷捌き所や岸壁、

製氷施設、加工場等の漁港施設整備を行うことで生産性の向上や漁業活動の作

業性及び安全性の確保を図り、あわせて、日本海・瀬戸内海においてキジハタ

やナマコ等の稚魚の生息場となる増殖場の整備やキジハタ等の成魚の生息場と

なる魚礁を整備し、海域の生産力向上を図ることで、本県の水産基盤生産力を

確保する。 

・老朽化が著しい山口県漁協の水産加工施設等について、再編整備計画を策定す

る。 

 

２.中核的担い手の育成 

山口県広域水産業再生委員会は浜のリーダーとして既に活躍している又は将来

活躍が期待される中核的漁業者の中核的担い手認定を進めるとともに、次の事

項に積極的に取組み、浜の中核としての意識熟成を図る。 

(１)魚食普及を含む流通・販売対策 

・中核的担い手を中心とした販売強化委員を各販売拠点に配置し、販売企画員と 

連携して、販売事業を円滑に進めるための浜の調整等に努める。 

・本店事業部販売課は、量販店が主催する各種イベントに中核的担い手を積極的 

に参画させ、県内水産物の消費拡大と普及活動を行う。 

(２)新規就業者の受入指導や若手漁業者への助言 

・漁業人材育成総合支援事業等を活用し、中核的担い手を中心に漁協、県及び市 

町が連携し、新規就業者の確保、育成に取組む。 

(３)補助事業の活用による漁業生産性の向上と操業の省力化、共同経営化・法人 

化等による漁業経営改善 

・水産業競争力強化漁船導入事業及び水産業成長産業化沿岸地域創出事業活用で 

の漁船及び漁具等の整備による生産性の向上に取組む。 

・山口県漁協は、競争力強化型機器等導入緊急対策事業等の活用による、漁船の

省力化や操業体 

制の合理化に取組む。 

・山口県漁協は、中核的担い手の新たな取組と収益性向上及び共同経営化・法人

化支援を目的と 

した漁業担い手対策強化推進事業を活用し、グループによる共同経営化を推進 

し、漁業経営改善を図る。 

(４)スマート漁業の取組 

・データ収集機器を取付け漁船隻数の増加に努め、漁場予測と操業記録の閲覧等 

の操業スマホアプリの活用を図る。 

・漁業者と漁協・市場・流通の漁業情報相互連携システムを構築し、漁業者から

の操業情報と市場からの相場情報等をリアルタイムで相互に共有し、販売体制

の効率化を図る。また、漁獲報告成績書のデジタル化を図る。 
活用する支援

措置等 

水産バリューチェーン事業(国) 【1(1)(2）関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(広域浜プラン実証調査)（国）【1(1)関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(クロマグロの混獲回避活動支援)(国)【1(1)(2)関連】 

経営体育成総合支援事業(国)【2(2)関連】 

新規漁業就業者定着促進事業(県) 【2(2)関連】 

水産基盤整備事業（国）【1(3)関連】 

水産業競争力強化漁港機能増進事業（国）【1(3)関連】 

水産業競争力強化緊急施設整備事業(国) 【1(1)(2)(3)関連】 

競争力強化型機器等導入事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化金融支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国)【2(3)関連】 

地域を牽引する中核漁業経営体推進事業(県) 【2(3)関連】 

スマート水産業推進事業(国) 【2(4)関連】 

宇宙利用産業創出支援事業(県) 【2(4)関連】 
 

 

 



 

 

 

 

５年目（令和１１年度） 

取組内容 １.機能再編に関する取組内容 

 県内大手量販店等との取組強化を引き続き拡充するとともに、魚価向上対策と

して量販店向けと差別化した県産高級魚の首都圏への販売強化のため、下記の

取組を行う。 

(１)量販店への販売体制と連携の強化 

・前期浜プランで各浜に配置した販売企画員を中心とした量販店への販売体制の

維持と改善に努め、更なる連携強化を図る。 

・柳井地区を含む内外海とも集荷体制を更に強化し、出荷基地機能を充実させ

る。 

・取組魚種は前期プランの６魚種(ケンサキイカ・マダコ・ヤズ・コウイカ・サ

ゴシ・レンチョウ)を基本とし、水揚状況により魚種の変更と追加を行う。 

(２)首都圏外食チェーンへの県産高級魚の販売強化 

・本店事業部販売課と各浜の販売企画員は、首都圏外食チェーンとの連携強化の

ため、店舗での「山口県フェア」等のイベントを開催し、結果等について協議

する。 

(３) 漁港・漁場等の施設整備による水産基盤生産力の確保 

・山口県漁協は、山口県や市町と連携して、各漁港等における荷捌き所や岸壁、

製氷施設、加工場等の漁港施設整備を行うことで生産性の向上や漁業活動の作

業性及び安全性の確保を図り、あわせて、日本海・瀬戸内海においてキジハタ

やナマコ等の稚魚の生息場となる増殖場の整備やキジハタ等の成魚の生息場と

なる魚礁を整備し、海域の生産力向上を図ることで、本県の水産基盤生産力を

確保する。 

・老朽化が著しい山口県漁協の水産加工施設等について、再編整備計画の具現化

を目指す。 

 

２.中核的担い手の育成 

山口県広域水産業再生委員会は浜のリーダーとして既に活躍している又は将来

活躍が期待される中核的漁業者の中核的担い手認定を進めるとともに、次の事

項に積極的に取組み、浜の中核としての意識熟成を図る。 

(１)魚食普及を含む流通・販売対策 

・中核的担い手を中心とした販売強化委員を各販売拠点に配置し、販売企画員と

連携して、販売事業を円滑に進めるための浜の調整等に努める。 

・本店事業部販売課は、量販店が主催する各種イベントに中核的担い手を積極的

に参画させ、県内水産物の消費拡大と普及活動を行う。 

(２)新規就業者の受入指導や若手漁業者への助言 

・漁業人材育成総合支援事業等を活用し、中核的担い手を中心に漁協、県及び市

町が連携し新規漁業就業者の確保、育成に取組む。 

(３)補助事業の活用による漁業生産性の向上と操業の省力化、共同経営化・法人

化等による漁業経営改善 

・水産業競争力強化漁船導入事業及び水産業成長産業化沿岸地域創出事業活用で

の漁船及び漁具等の整備による生産性の向上に取組む。 

・山口県漁協は、競争力強化型機器等導入緊急対策事業等の活用による、漁船の

省力化や操業体制の合理化に取組む。 

・山口県漁協は、中核的担い手の新たな取組と収益性向上及び共同経営化・法人

化支援を目的とした漁業担い手対策強化推進事業を活用し、グループによる共

同経営化を推進し、漁業経営改善を図る。 

(４)スマート漁業の取組 

・データ収集機器を取付け漁船隻数の増加に努め、漁場予測と操業記録の閲覧等 

の操業スマホアプリの活用を図る。 

・漁業者と漁協・市場・流通の漁業情報相互連携システムを構築し、漁業者から

の操業情報と市場からの相場情報等をリアルタイムで相互に共有し、販売体制



の効率化を図る。また、漁獲報告成績書のデジタル化を図る。 

活用する支援

措置等 

水産バリューチェーン事業(国) 【1(1)(2）関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(広域浜プラン実証調査)（国）【1(1)関連】 

広域浜プラン緊急対策事業(クロマグロの混獲回避活動支援)(国)【1(1)(2)関連】 

経営体育成総合支援事業(国)【2(2)関連】 

新規漁業就業者定着促進事業(県) 【2(2)関連】 

水産基盤整備事業【1(3)関連】 

水産業競争力強化漁港機能増進事業（国）【1(3)関連】 

水産業競争力強化緊急施設整備事業(国) 【1(1)(2)(3)関連】 

競争力強化型機器等導入事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業競争力強化金融支援事業(国) 【2(3)関連】 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国)【2(3)関連】 

地域を牽引する中核漁業経営体推進事業(県) 【2(3)関連】 

スマート水産業推進事業(国) 【2(4)関連】 

宇宙利用産業創出支援事業(県) 【2(4)関連】 

 
（５）関係機関との連携 

・山口県水産研究センター 

鮮度保持に関する試験・データ解析や、販売企画員を対象にした科学的検証に基づいた鮮度保

持技術講習会開催等について指導協力を依頼する。また、各魚種の資源評価データに基づく漁

獲動向予測等の情報提供や加工技術指導を依頼する。 

・民間企業等 

衛星と操業のデータ活用によるスマート漁業情報連携システムの構築を推進するプロジェクト

に参加し、スマート漁業を推進する。 
 

 

（６）他産業との連携 

地元の大手量販店との県内水産物での連携を継続し、また新たに首都圏の外食チェーン等へ

県内水産物の拡販に取組み、魚価の向上と安定化を図る。 

 

４ 成果目標 

（１）成果目標の考え方 

１.首都圏外食チェーンへの鮮魚販売高を基準年からプラン最終年度で約10％増加を図る。 

基準年(令和5年度)販売高173,900千円⇒目標年(令和11年度)販売高191,200千円 

２.１の目標に伴い、県産魚の仕入割合を約10％高める。特に現状で長崎産が多いカンパチ、ヒラマ

サ等の青物の県産へのシフトと瀬戸内海産魚の販売を強化する。 

基準年(令和5年度)45％⇒目標年(令和11年度)50％ 

 

２．２の目標 

浜のリーダーとして既に活躍している又は将来活躍が期待される中核的漁業者の中核的担い手認定を

進めるとともに、新規就業者の受入指導や若手漁業者への助言等を行うことで更なる新規漁業就業者

数の確保に努める。 

基準年（令和元年～3年平均）8人/年⇒目標年（令和7年～11年平均）9人/年 

 

（２）成果目標 

 ① 機能再編・地域活性化の取組に係る成果目標 

首都圏外食チェーンへの鮮魚

販売高・県産魚割合の増加 
基準年 

 

令和5年度：173,900千円(販売高) 

45％(県産魚の仕入割合) 



 目標年 令和11年度：191,290千円(販売高) 

50％(県産魚の仕入割合) 

 

 

② 中核的担い手の育成の取組に係る成果目標 

新規漁業就業者数の確保 基準年 令和元年度～令和3年度平均：８人/年 

目標年 令和7年度～令和11年度平均：９人/年 

 

（３）上記の算出方法及びその妥当性 

 

 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性 

水産バリューチェーン

事業(国) 
機能再編に関し、県内量販店・首都圏外食チェーンへの県産鮮魚販売強化

に必要な浜と流通拠点の流通網整備支援 

広域浜プラン緊急対策

事業（広域浜プラン実

証調査）（国） 

市場の機能再編を含めた販売集荷拠点の機能強化の検討等KPI達成を図る

ための取組支援 

広域浜プラン緊急対策

事業（クロマグロの混

獲回避活動支援（国） 

県内量販店・首都圏外食チェーン向け県産鮮魚の安定供給と定置網漁業の

安定的操業を図るため、定置網にクロマグロの入網が確認された際の混獲

回避の取組支援 

経営体育成総合支援事

業(国) 
新規就業者の確保・育成への支援 

・中核的担い手が中心となって新規就業者の確保、育成の取組支援 

新規漁業就業者定着促

進事業(県) 
新規漁業就業者確保・育成の支援 

・新規就業者の確保とともに、就業後の収入安定化対策に取組支援。 

水産基盤整備事業(国) 生産性の向上や就労環境の改善等を図るため、漁港・漁場施設整備の取組

支援 

水産業競争力強化緊急

施設整備事業(国) 
・共同利用施設の新設・改築、既存施設の撤去を支援 

・機能再編での販売体制強化のための、集荷拠点・販売拠点の整備支援 

・産地間競争力の強化のための、流通拠点漁港の整備支援 

競争力強化型機器等導

入事業(国) 
中核的担い手を中心に、生産性の向上・省力・省コスト化に資する機器導

入支援 

①首都圏外食チェーンへの鮮魚販売高・県産魚割合の増加 

基準年：本店事業部販売課の令和5年度の販売高及び山口県産魚の仕入割合：45％  

※(B)/(A) 全仕入金額152,933千円(A)、県産魚仕入額68,270(B) 

目標年：令和11年度の販売高を10％増加(17,390千円)と仕入割合を50％まで引き上げる。 

 

②新規漁業就業者数の確保 

過去の新規漁業就業者数は、令和元年度12人、令和2年度7人、令和3年度5人(3年平均8人)となっ

ている。令和7年度以降の目標として、県内外で開催される漁業就業支援フェア等において年平均

9人の新規漁業就業者の確保を図る。 

 



水産業競争力強化漁船

導入緊急支援事業(国) 
中核的担い手の収益向上に必要となる漁船導入事業 
 

水産業競争力強化金融

支援事業(国) 
漁船導入事業及び機器導入事業を円滑に実施するため、自己負担資金部分

の利息保証料等を支援 

水産業成長産業化沿岸

地域創出事業(国) 
(漁船・漁具等導入) 

中核的担い手を中心とした浜の構造改善に必要な漁船・漁具等のリース支

援 

地域を牽引する中核漁

業体育成推進事業(県) 
中核的担い手が収益性向上及び共同経営化・法人化を目的とした新たな取

組への支援 

・中核的担い手のグループ化等による経営改善での支援 

スマート水産業推進事

業(国) 
中核的担い手を中心に、効率的な操業水揚げデータ等の収集・活用による

資源管理の高度化と生産から流通までデータ共有による水産業全体の基盤

強化支援 

宇宙利用産業創出支援

事業(県) 
中核的担い手を中心に、衛星データ解析及びLoT機器を利用した 

「操業支援システム」及び「漁海況情報システム」を構築して、漁場予測

等の操業の効率化の支援 

水産業競争力強化漁港

機能増進事業（国） 
漁港・漁場の施設を整備することにより、漁業作業の効率化と安全性の向

上を図り、競合する輸入水産物や産地間競争に対抗できる地域水産業の競

争力の維持・強化の取組支援 


